
 

 

 

令和７年度 第３回 教育に関する事務の点検・評価委員会 

 

 

日時：令和７年１２月２５日（木）１０時００分～ 

場所：豊島区役所本庁舎８階 教育委員会室 

 

【次 第】 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

（１）評価対象事業のヒアリング及び質疑応答 

① 「確かな学力」育成事業 

     ② 日本語指導事業 

 

３ 閉 会 

 

 

■ 資 料  

資料１：事業分析シート【「確かな学力」育成事業】 

資料２：事業分析シート【日本語指導事業】 



令和７年度　教育に関する事務の点検 事業分析シート

事業名 「確かな学力」の育成事業 担当課

事業の目的
変化の激しいこれからの社会を生きる子どもたちに必要とされる学ぶ意欲や、自ら課題を見付け主体的に学び、よりよく問題解決する資
質・能力を育成できるよう、児童・生徒の基礎基本の定着や教員の授業力を向上を図る。

事業の対象 区立小・中学校の児童、生徒

豊島区教育ビジョン2019 基本方針２．確かな学力の育成

1-①学びに向かう力の育成

基本施策１　学びの基礎・基本の徹底 P.36

P.36

指導課

（実績） （計画）

13 13 14

②

事業内容

①各種調査の実施（全国学力・学習状況調査、豊島区学力調査・質問紙調査）、各種調査の分析と授業改善推進プランの作成
②教員研修の実施（年次研修、授業力向上研修）
③秋田県能代市への教員派遣研修と指導資料「としまっ子の学び」の作成
④小・中学校の補修支援（補充学習への支援：チューター、各種検定に向けた学習支援：トライアルスクール）
　　チューター：放課後や長期休業中に講師を派遣
　　トライアルスクール：英検・漢定・数検の受験指導に対応する外部指導員を派遣
⑤研究開発指定校における研究成果の普及

豊島区教育ビジョン2025 基本方針１．「知」「徳」「体」の教育内容の充実

１．事業概要

根拠法令 学校教育法、教育基本法、学習指導要領　など 事業開始年度 -

① 学力向上、授業改善に向けた研修の実施 →維持する 回 14 17

外部委託の有無

２．事業実績

令和6年度実績

①各種調査を実施し、分析した結果を受けて作成した授業改善推進プランに基づき、各教員が授業改善に取り組んだ。授業改善の実施
状況については、指導主事が全校を訪問し指導・助言を行っている。授業力に課題のあった教員については、継続して訪問し、指導・助
言を行いながら授業力向上に取り組むようにした。

②学力向上や授業改善をテーマとした研修を13本実施した。
　・若手教員育成研修、４年次研修、授業改善推進研修

③秋田県能代市へ教員及び管理職を17名派遣し、能代市の学力向上に向けた取組について学んだり、市立小・中学校の視察をし、授
業参観したり学校の取組を学んだりした。学んだことを区内全教員の授業力向上に活用するために、「としまっ子の学び　vol.2」を作成し
た。作成した「としまっ子の学び　vol.2」を、年次研修や指導課訪問の際に活用し指導・助言した。

④チューターについては、小・中学校において延べ842.5時間実施した。トライアルスクールとして、中学生が延べ３９５人参加した。

⑤Ｒ５・６年度の研究開発指定校である椎名町小学校、明豊中学校が研究発表を行い、区内の学校に研究の成果を広めた。
　椎名町小学校：地域に誇りをもって主体的・協働的に学び、持続可能な未来社会を共に創造しようとする児童の育成
　明豊中学校：小中連携による「児童・生徒が自ら実践力を向上し、成長につなげる学校づくり」に関する研究
　その他、豊成小学校、要小学校、駒込中学校がＲ６・７年度の指定校

活動指標

指標
目指す

単位
4年度 5年度 6年度 6年度 7年度

方向性 （実績） （実績） （計画）

184 216

③

ICTを活用した授業力向上に関する研修講座 ↗増加させる 回 104 205 210

（計画）方向性 （実績） （実績） （計画） （実績）

7年度

小６　７７．０
中３　８０．０

小６　７７．０
中３　７４．７

小６　７９．０
中３　８１．０

②

①
全国学力・学習状況調査　意識調査「主体的な
学び」【％】

↗増加させる ％ 小６　７３．５
中３　７７．３

小６　７５．３
中３　７９．７

③

成果

・学習指導及び授業改善に向けた教員研修においては、毎年必要とされる課題をテーマとし、テーマに即した研修の内容及び招聘する
講師を決定している。令和6年度は、研修講師との事前の打合せを丁寧に行い、実態に合った研修を実施することで教員の授業力向上
に取り組んだ。
・「としまっ子の学び」を活用した研修を行ってきたことで、めあてとまとめの一体化を意識した授業へと改善が進んでいる。

成果指標

指標
目指す

単位
4年度 5年度 6年度 6年度



執行率 予算 決算 執行率 予算
増減

（R6決算比）

３．事業費推移

単位
金額の項目：千円

５年度 ６年度 ７年度

予算 決算

79,801 91.6% 84,150 4,349

財
源
内
訳

国、都支出金

Ｂ

事業費 Ａ 85,808 74,593 86.9% 87,141

使用料・手数料

地方債・その他

次年度以降の方向性

・引き続き、教員研修のテーマを「個別最適な学びと協働的な学び」としたり、指導課訪問の指導の視点としたりす
ることで、教員の授業に対する意識を変える。
・個別最適な学びと協働的な学びを生かした探究学習を進めている教員を研修の講師として招聘したり表彰したり
して、教員の意欲の向上につなげる。

91.6% 84,150

４．課題及び今後の方向性

課                   題
・秋田県能代市への教員派遣研修で学んだことをまとめた指導資料「としまっ子の学び」を活用して、研修や学校
訪問の際に指導したことで、めあてとまとめの一体化を意識する学校が増えた。次のフェーズとして、個別最適な
学びと協働的な学びを意識した授業改善を進める必要がある。

一般財源 Ｃ＝Ａ－Ｂ 85,808 74,593 86.9% 87,141 79,801

課題への対応方針

・教員研修の内容を、「めあてとまとめの一体化」から「教師主導型の脱却」に切り替え、ICTを活用した個別最適な
学びと協働的な学びとする。
・研修では、個別最適な学びと協働的な学びを意識した授業を行っている教員の模範授業をモデルとし、具体的
な授業スタイルを学ぶ機会とする。
・指導課訪問における指導の視点を、個別最適な学びと協働的な学びとする。
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成果

①来日間もなく、日本語の理解が十分でない子どもが通訳を介して学校生活に適応しやすくなりました。また、保護者会や進学に向けて
の面談の際に保護者へも通訳や学校からのお便りの翻訳を行うことにより、保護者の学校への理解が進み安心感へとつながっている。

②日本語を学ぶことによって学習の理解が進み、友達とのコミュニケーションが取れるようにもなります。小学生に対する学校巡回指導の
開始によって、保護者による送迎ができずに日本語教室への入級に至っていなかったケースが減り、より日本語を学びやすい環境が提供
できるようになった。

成果指標

指標
目指す

単位
4年度 5年度 6年度 6年度

③

29 30

100 100 100

② 日本語指導教室の修了者人数 ↗増加させる 人 21

① 日本語初期指導協力者の派遣率 →維持する ％ 100 100

25 31

53

日本語初期指導協力者の派遣時間 →維持する 時間 1,848 1,480 1,800

（計画）

55

方向性 （実績） （実績） （計画） （実績）

7年度

令和6年度実績

①日本語初期指導（通訳派遣）
　　通訳派遣対象人数・・97人
　　言語別内訳・・・中国語　63人、英語・ネパール語　各13人、ベトナム語　3人、ミャンマー語　2人、韓国語・ロシア語・タイ語　各1人
　　校種別内訳・・・幼稚園　7人、小学校　75人、中学校　15人
　　通訳派遣時間…2060.5時間
　　通訳協力者・・・34人、1法人、会計年度任用職員1人
　★協力者の多い中国語や英語以外の言語について通訳協力者の確保が課題であったが、6年度中にネパール語やミャンマー語などの通訳者を抱え
る法人から事業への協力を得られるようになり、東南アジア圏出身者への派遣時間を増やすことができた。。

②日本議指導教室
　　在籍者数・・・53人（内訳　小学生　35人、中学生　18人）
　　修了者数・・・25人
　　出身国別内訳・・・中国　26人、ネパール　8人、ミャンマー　6人、台湾・フィリピン・韓国・米国　各2人、その他5か国　各1人
　★教育センターにおいて日本語指導を行っていたが、小学生については保護者による送迎が負担であるとのことから、令和6年度からは指導員が在籍
校を巡回しての指導を開始した。教育センターへ通級しての指導であった令和5年度の指導小学生人数は21人であったが、令和6年度は12校に巡回指
導へ行き、35人に指導を行った。中学生は従来とおり教育センターへ通って指導を受けた。
　★小学3年生以上の日本語教室修了者のフォローアップのため、バーチャルラーニングプラットフォーム（VLP)で展開している日本語学習教材を活用
し、オンラインでの学習にも取り組んだ。16人にアカウントを配布し、実施は14回、延べ19人の参加があった。
　★日本語を学ぶだけでなく日本の文化（七夕やお月見など）や交通ルールなどの指導も実施した。

活動指標

指標
目指す

単位
4年度 5年度 6年度 6年度 7年度

方向性 （実績） （実績） （計画）

2060.5 1,900

③ 日本語指導教室の在籍者数 ↗増加させる 人 34 36 50

（実績） （計画）

80 97 90

②

事業内容

①園長・校長からの要請を受け、学校（園）生活に適応できるよう、在籍する区立幼稚園及び小中学校に指導協力者（通訳）を派遣する。
　派遣時間の上限：子ども1人につき32時間、保護者へは2時間

②校長からの要請を受け、学校生活へ適応するための日本語指導、日本文化に対する理解を図る。
　令和6年度より小学生に対しては在籍校を指導員が巡回して指導を実施。中学生は教育センターへ通級して指導を受ける。

豊島区教育ビジョン2025 基本方針３．多様な子どもに対する支援の充実

１．事業概要

根拠法令
①日本語初期指導事業実施要綱
②日本語指導教室運営要綱

事業開始年度 -

① 日本語初期指導対象者数 →維持する 人 92 78

外部委託の有無 無

２．事業実績

令和７年度　教育に関する事務の点検 事業分析シート

事業名 日本語指導事業 担当課

事業の目的 日本語初期指導（通訳派遣）や日本語指導教室で日本語指導を行い、学校（園）生活への適応を目指す。

事業の対象
①日本語に理解が十分でない園児・児童・生徒（来日概ね6か月以内）とその保護者
②日本語指導が必要な、日本語学級及び日本語指導教育教員が配置されていない学校に在籍する来日間もない児童・生徒（来日概ね
6か月以内）

豊島区教育ビジョン2019 基本方針５　一人一人を大切にする教育の推進 基本方針４　多文化共生の推進 P.61

3-③多文化共生の意識醸成と日本語指導体制の充実 P.56

教育センター



次年度以降の方向性
今後も日本語の理解が十分でない子どもの転入は増加を見込まれているため、求められる支援に応えられる体制
を維持していく。

85.3% 4,998 -

４．課題及び今後の方向性

課                   題

①生活言語（サバイバル日本語）がほぼ習得できたのちの、学習言語への理解が必要である。

②日本語の理解が十分でない子どもの転入人数は予測が困難であり、時には日本語指導教室へ入級できるまで
の待機日数が相当かかるケースが発生していた。

一般財源 Ｃ＝Ａ－Ｂ 5,415 3,005 55.5% 5,415 4,620

課題への対応方針

①授業の中で必要な学習上の言語に対しての指導を行うため、「学習支援事業」として日本語指導教室修了者へ
通訳協力者が授業に付き添う。

②日本語指導教室の指導員を1名増員し、入級までの待機期間を短縮する。また、原則マンツーマン指導ではあ
るが、入級者が急増した場合に備え、同時に2人の子どもを指導できるような指導内容や環境を整える。

0 0 0 0 0 0

地方債・その他 0 0 0 0 0 0 0 0

4,620 85.3% 4,998 378

財
源
内
訳

国、都支出金

Ｂ

0 0 0

事業費 Ａ 5,415 3,005 55.5% 5,415

0 0 0 0 0

使用料・手数料 0 0

執行率 予算 決算 執行率 予算
増減

（R6決算比）

３．事業費推移

単位
金額の項目：千円

５年度 ６年度 ７年度

予算 決算


















